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当社は、２０１９年１２月２０日付で作成した新設分割計画書に基づき、２０２０

年４月１日付で新設する株式会社小田急ＳＣディベロップメント（以下「新設分割設

立会社」といいます）に対し、当社の商業施設運営事業に関する権利義務を承継させ

る新設分割を行うことといたしました。つきましては、当社は新設分割会社として、

会社法第８０３条および会社法施行規則第２０５条に基づき、下記のとおり開示いた

します。 
 
１ 新設分割計画の内容 

２０１９年１２月２０日付新設分割計画書は、別紙のとおりです。 
 
２ 新設分割の対価に関する定めの相当性に関する事項 
（１）交付する株式数 
   本新設分割に際し、新設分割設立会社は、当社に対し普通株式１，０００株を

発行します。当該株式数については、当社が新設分割設立会社の全株式を取得す

るため任意に定められることができると考えられるところ、新設分割設立会社に

よる管理の効率性を考慮し、相当であると判断しております。 
 
（２）資本金および準備金の額 
   新設分割設立会社の資本金および準備金については、本新設分割により新設分

割設立会社に承継させる資産および負債の額、今後の事業活動等を考慮した上で、

機動的な資本政策を実現させる観点から、会社計算規則に基づき決定したもので

あり、相当であると判断しております。 
 
３ 会社法第７６３条第１項第１２号に関する事項 

該当事項はありません。 
 
４ 新設分割会社の新株予約権の対価の定めの相当性に関する事項 

当社は新株予約権を発行しておりません。 
 
５ 他の新設分割会社に関する事項 

当社単独による新設分割のため該当事項はありません。 
 



６ 新設分割会社の最終事業年度末日後に重要な財産の処分、重大な債務の負担その

他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象が生じたときはその内容 
（１）無担保社債の発行について 

２０１９年３月２７日開催の取締役会決議に基づき、次のとおり無担保社債を

発行しました。 
① 第８３回無担保社債 
ア 発行総額 金１００億円 
イ 発行利率 年０．２０９％ 
ウ 払込期日 ２０１９年６月２０日 
エ 償還期限 ２０２９年６月２０日 
オ 資金使途 設備資金及び社債償還資金 

 
② 第８４回無担保社債 
ア 発行総額 金２００億円 
イ 発行利率 年０．６０８％ 
ウ 払込期日 ２０１９年６月２０日 
エ 償還期限 ２０３９年６月２０日 
オ 資金使途 設備資金及び社債償還資金 

 
③ 第８５回無担保社債 
ア 発行総額 金１００億円 
イ 発行利率 年０．１０％ 
ウ 払込期日 ２０１９年７月３１日 
エ 償還期限 ２０２２年７月２５日 
オ 資金使途 設備資金 

 
④ 第８６回無担保社債 
ア 発行総額 金１５０億円 
イ 発行利率 年０．８５８％ 
ウ 払込期日 ２０１９年１２月５日 
エ 償還期限 ２０４９年１２月３日 
オ 資金使途 設備資金及び社債償還資金 

  
（２）株式交換による江ノ島電鉄㈱の完全子会社化 

２０１９年４月２６日開催の取締役会において、当社の連結子会社である江ノ

島電鉄㈱（以下「江ノ島電鉄」という。）との間で、当社を株式交換完全親会社、

江ノ島電鉄を株式交換完全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」という。）

を実施することを決議し、両社間で株式交換契約（以下「本株式交換契約」とい

う。）を締結しました。本株式交換は２０１９年１０月１日に実施され、江ノ島電

鉄は当社の完全子会社となりました。 
① 本株式交換の目的 

小田急グループは、本株式交換により、経営の一体化による長期的な視野に



立った戦略立案と迅速な意思決定、施策の推進を通じて、江ノ島電鉄および江

の島・鎌倉エリアの持続的な成長を図るとともに、グループの企業価値向上を

図っていきます。 
 

② 本株式交換の要旨 
ア 本株式交換の日程 

本株式交換契約締結に係る取締役会決議日 （当社） 2019 年４月 26 日 
本株式交換契約締結日 （両社） 2019 年４月 26 日 
本株式交換契約承認定時株主総会開催日 （江ノ島電鉄） 2019 年６月 27 日 
本株式交換の実施日 （両社） 2019 年 10 月１日 

イ 本株式交換の方式 
当社を株式交換完全親会社、江ノ島電鉄を株式交換完全子会社とする株式

交換を実施しました。 
本株式交換は、当社については会社法第７９６条第２項の規定に基づく簡

易株式交換の手続により株主総会の承認を得ずに、江ノ島電鉄については、

２０１９年６月２７日に開催された定時株主総会で得た本株式交換契約の承

認に基づき、２０１９年１０月１日を効力発生日として実施されました。 
ウ 本株式交換に係る割り当ての内容 

      
 
 

（注）１ 江ノ島電鉄株式１株に対して当社株式 1.2 株を割当交付しまし

た。ただし、当社が保有する江ノ島電鉄の普通株式 3,353,289 株に

ついては、本株式交換による株式の割り当ては行っていません。 
２ 当社は、本株式交換に際して、当社の普通株式 3,176,053 株を割

当交付しました。また、交付する株式は、全て当社の保有する自己

株式を充当しました。 
 
③ 本株式交換に係る割り当ての内容の根拠等 

当社および江ノ島電鉄は、本株式交換に用いられる株式の割当比率（以下「本

株式交換比率」という。）の算定に当たって、公正性・妥当性を確保するため、

それぞれ個別に両社から独立した第三者算定機関に株式交換比率の算定を依頼

することとし、当社は、みずほ証券㈱を、江ノ島電鉄は、㈱ＡＧＳコンサルテ

ィングを、それぞれ第三者算定機関として選定しました。 
当社および江ノ島電鉄は、それぞれの第三者算定機関から提出を受けた株式

交換比率の算定結果を参考に、両社それぞれが相手方に対して実施したデュー・

ディリジェンスの結果等を踏まえて慎重に検討し、両社の財務状況・資産状況・

将来の見通し等の要因を総合的に勘案したうえで、両社間で株式交換比率につ

いて協議・検討を重ねてきました。その結果、本株式交換比率は妥当であると

の判断に至ったため、本株式交換比率により本株式交換を行うことにつき、当

社および江ノ島電鉄の取締役会の決議に基づき、株式交換契約を締結しました。 

 当社 
（株式交換完全親会社） 

江ノ島電鉄 
（株式交換完全子会社） 

本株式交換に係る割当比率 １ 1.2 



④ 実施する会計処理の概要 
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第２１号 ２０１９年１月１６

日）および「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企

業会計基準適用指針第１０号 ２０１９年１月１６日）に基づき、共通支配下の

取引等として処理します。 
 
（３）台風１９号による被害の発生 

２０１９年１０月１２日に上陸した台風１９号により、連結子会社である箱根

登山鉄道株式会社における道床流出・法面崩壊等の被害が発生しました。このた

め、箱根登山鉄道では現在も一部区間（箱根湯本駅～強羅駅間）で運転を見合わ

せています。復旧は２０２０年秋頃を予定していますが、運休区間における代行

バスの運行等により周遊ルートを確保しています。なお、今後発生する復旧費用

等の金額については算定中です。 
 
７ 分割後の債務の履行の見込みに関する事項 
（１）当社 

当社の２０１９年３月末現在の貸借対照表における資産の額は 1,130,260百万円、

負債の額は 806,214 百万円であります。 

本分割により、当社が新設分割設立会社に対して移転する資産の額は 34,513 百

万円、負債の額は 25,731 百万円となる見込みであり、本新設分割後においても資

産の額が負債の額を上回ることが見込まれます。また、当社から新設分割設立会社

への債務の承継については、免責的債務引受の方法によるものといたします。 

今後の当社の収益状況においても、当社の負担すべき債務の履行に支障を及ぼす

ような事態は、現在のところ予測されておりません。 
以上より、当社の負担すべき債務については、履行の見込みがあると判断してお

ります。 
 
（２）新設分割設立会社 

本分割により、新設分割設立会社が当社から承継する資産の額は 34,513百万円、

負債の額は 25,731 百万円となる見込みであり、本新設分割後においても資産の額

が負債の額を上回ることが見込まれます。 

 今後の新設分割設立会社の収益状況においても、当社から承継する債務の履行に

支障を及ぼすような事態は、現在のところ予測されておりません。 
以上より、本新設分割により当社が新設分割設立会社に承継させる債務について

は、履行の見込みがあると判断しております。 
 
８ 事前開示開始日以降に上記事項に変更が生じたときは、変更後の事項を直ちに開

示いたします。 
以 上 



別紙    新設分割計画書（写） 
 

 




















